
1

市政三者懇談会令和５年度



2

No. 役員名 担当課 選出区分担当課 従前の依頼人数 任期 令和６年度の対応等 推薦
有無 今後の方針

１ 人権同和教育
推進員

生涯学習・
文化財課 各自治会 １人 １年間 委員を廃止する。 × 学習会や研修会を希望する自治

会は市で引き続き支援する。

２ 青少年育成
推進指導員

生涯学習・
文化財課 各自治会 １人

（上田・真田地域のみ） ２年間 委員を廃止する。 × 学習会や研修会を希望する自治
会は市で引き続き支援する。

３ 少年補導委員 生涯学習・
文化財課

地区自治
会連合会

地区連単位に
定めた数 ２年間 現行委員の任期終

了まで継続する。 △
令和７年度から定数見直し、
役員名の改名と役割を改善す
る。

４

分館長
市内
９公民館

各分館 １人

１年間 分館長のみ推薦依
頼する。

〇
副分館長と分館主事は、任意
選出とする。共催事業の見直
し等を検討する。

副分館長 各分館 １人
（丸子・真田・武石は任意） □

分館主事 各分館 １人 □

５ 健康推進委員 健康推進課 各自治会
30世帯から
130世帯ごとに
１人

２年間
現行委員の任期が
終了した自治会へ
推薦依頼する。

〇
令和７年度以降は、各自治会
１人の推薦依頼をする。
（ただし、地域の実情に柔軟
に対応する。）

６ 防犯指導員 市民参加・
協働推進課 各自治会

市街地：70～
100世帯に１人
その他：100～
150世帯に1人

２年間
現行委員の任期終
了まで継続する。
令和 5年度から人
数は任意とした。

△
自治会により今年度改選の場合
は、12月に推薦依頼文を送付
する。また、2月に地区連あて
班長・副班長の選任依頼をする。

７ 交通指導員 市民参加・
協働推進課

地区自治
会連合会

地区連ごとに
２～３人 ３年間 現行委員の任期終

了まで継続する。 △
令和７年３月31日以降は、
推薦依頼しない。
（ただし、市で指導員を選任
し交通安全教育は継続する。）

市が自治会等へ依頼している委員の見直し結果
×＝依頼しない　△＝継続　□＝任意　〇＝依頼する　　※都合により任期中の交代の場合は、残存期間まで選任をお願いしたい。
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自治会選出委員検討協議会委員名簿　（令和５年度・上田市自治会連合会）

８ ごみ減量
アドバイザー

ごみ減量
企画室、
廃棄物
対策課

地区自治
会連合会

地区連単位を
基本として各
１～２人を選出

２年間 市で選任する。 × 令和６年度以降は、市で選任
する。

９ 環境美化
監視員 環境政策課 地区自治

会連合会
地区連単位で
１～４人を選出 ２年間 令和５年度に委員

を廃止した。 × 市直営又は他社へ業務委託す
る。

10 人権擁護委員 人権共生課 地区自治
会連合会

１～３地区１人
地区連から推薦 ３年間 基本、市で選出する。 ×

市で直接選任依頼するが、選出
が困難な場合は、選任の協力を
お願いする。

11 常任統計
調査員 政策企画課 各自治会 150世帯１人

を基準 ２年間 選出依頼しない。 ×
国勢調査など調査員が必要な
場合、登録調査員等へ依頼し、
なお不足する場合、推薦依頼
する。

12 福祉推進委員 上田市社会
福祉協議会 各自治会 １人

（新田・川辺町は２人） ２年間
現行委員の任期終
了まで継続する。 △

令和７年度以降の選任に向け
て、見直し可能な取組を協議
する。

13 主任児童委員 福祉課 地区自治
会連合会

地区連ごとに
１～２人 ３年間 現行委員の任期終

了まで継続する。 △ 推薦依頼するが、選出に当
たっては最大限支援する。

14 民生委員
児童委員 福祉課 各自治会

170世帯から
360世帯に
１人の割合

３年間 現行委員の任期終
了まで継続する。 △

サポート体制等を検討し、整
備する。市民へ委員の活動の
周知徹底を図る。

15 明るい選挙
推進協議会委員

選挙管理
委員会

地区自治
会連合会

各地区連から
１人 ２年間

令和５年度から自治
会へ選出依頼してい
ない。

今後も選出依頼は行わない。×

16
選挙の
投票管理者
及び

投票立会人

選挙管理
委員会

88
各投票区

投票管理者１人
立会人２人

選挙
ごと 負担軽減を図る。 △

令和５年４月の県議選から希
望者には半日単位で交代を可
能にしている。
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E-mail jichiren@city.ueda.nagano.jp

TEL 22-4130
TEL 22-4100 1308
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